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【用語の定義】 
用 語 定 義 

本事業 本公郷改良アパート建替事業をいう。 

市 横須賀市をいう。 

事業対象地 本事業の対象とする A～D 区画用地をいう。 

事業者 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成

11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。）に基づき、特定事業を実施

する民間事業者をいう。 

既存住宅 既存の本公郷改良アパートをいう。 

更新住宅 事業対象地に整備する建替え後の本公郷改良アパートをいう。 

附帯施設 本公郷改良アパートに付帯する集会所、駐車場、駐輪場、ごみ置場等の

総称をいう。 

仮住居 仮移転者が、仮移転の間生活する住居をいう。 

既存住宅等 既存の本公郷改良アパート、本公郷青少年の家、旧本公郷乳児保育園及

び附帯施設（外構、駐車場、駐輪場、店舗等）をいう。 

更新住宅等 建替え後の本公郷改良アパート及び附帯施設をいう。 

仮移転 既存住宅を建替えるために、既存住宅の入居者が仮住居へ移転すること

をいう。 

本移転 既存住宅又は仮住居から更新住宅への移転をいう。 

退去 仮移転又は本移転することなく、民間賃貸住宅等に移転することをい

う。 

住替 既存住宅から本移転することなく、他の市営住宅に移転することをい

う。 

特定事業契約 市と事業者が締結する事業契約をいう。 

更新住宅等整備費 更新住宅等整備業務に要する費用をいう。 

入居者移転支援費 入居者移転支援業務に要する費用をいう。 

入札参加グループ 本事業を推進する上で必要な企画力、資力、信用、技術的能力及び実績

を有する複数の企業により構成されるグループをいう。 

所在区分 横須賀市競争入札参加有資格者として事業者が登録されている所在地区

分 

選定委員会 市営住宅 PFI 事業者選定委員会をいう。 
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第１ 入札説明書の定義 
「本公郷改良アパート建替事業 入札説明書」（以下「入札説明書」という。）は、横須賀市

（以下「市」という。）が「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき特定事業として選定した

「本公郷改良アパート建替事業」（以下「本事業」という。）を実施する事業者の選定に係る総

合評価一般競争入札を公告するにあたり、入札参加を希望する者を対象に配付するものであ

る。 
入札説明書に併せて交付する次の別添資料も入札説明書と一体の資料とし、これらの全資料

を含めて「入札説明書等」と定義する。 
 

別添資料１：本公郷改良アパート建替事業 要求水準書（更新住宅整備業務編） 
 （以下「要求水準書（更新住宅整備業務編）」という。） 

別添資料２：本公郷改良アパート建替事業 要求水準書（入居者移転支援業務編） 
 （以下「要求水準書（入居者移転支援業務編）」という。） 

別添資料３：本公郷改良アパート建替事業 落札者決定基準 
 （以下「落札者決定基準」という。） 

別添資料４：本公郷改良アパート建替事業 基本協定書（案） 
 （以下「基本協定書（案）」という。） 

別添資料５：本公郷改良アパート建替事業 特定事業契約書（案） 
 （以下「特定事業契約書（案）」という。） 

別添資料６：本公郷改良アパート建替事業 特定事業契約書（案）別紙 
 （以下「特定事業契約書（案）別紙」という。） 

別添資料７：本公郷改良アパート建替事業 様式集 
 （以下「様式集」という。） 
 
なお、入札説明書等と「本公郷改良アパート建替事業 実施方針」（平成 29 年 12 月 22 日公

表。以下「実施方針」という。）、「実施方針等に関する質問及び意見への回答」（平成 30 年２

月 14日公表）に相違のある場合は、入札説明書等の内容を優先する。 
入札説明書等に記載のない事項については、入札説明書等に関する質問への回答による。 
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第２ 事業内容に関する事項 
 事業名称 
本公郷改良アパート建替事業 

 
 

 事業に供される公共施設等の種類 
更新住宅（附帯施設を含む） 

 
 

 事業対象地 
Ａ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 22 番 
Ｂ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 21 番 2 
Ｃ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 23 番 5 
Ｄ区画：神奈川県横須賀市公郷町 1 丁目 52 番 1 
※「添付資料１ 事業対象地 位置図」及び「添付資料２ 事業対象地 既存住宅等配置

図」を参照 
 
 

 公共施設等の管理者 
横須賀市長 上地 克明 

 
 

 事業目的 
本事業は、耐震性が低く老朽化した本公郷改良アパートの建替えを行い、安全安心に生活で

きる快適な住まいの提供と誰もが暮らしやすい住環境の形成及び長期間の維持管理に配慮した

住宅を整備することを目的とする。 
なお、効率的かつ円滑な事業の推進及び事業費の縮減の実現を図るため、民間資金等の活用

による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」

という。）に基づき、ＰＦＩ事業により実施するものである。 
 
 

 事業の概要 
本公郷改良アパートは、配置図（添付資料２）に示すとおり、Ａ～Ｃ区画にＡ棟、Ｂ棟、Ｃ

棟の 3 棟、Ｄ区画にＤ棟が 1 棟あり、その他、公郷町交番、本公郷青少年の家、旧本公郷乳児

保育園、公園、附帯施設が配置されている。 
本事業は、以下の業務を実施するものである。 
 既存住宅等を解体・撤去する。 
 更新住宅等を段階的に整備する。 
 既存住宅の入居者の仮移転や本移転、退居等に関する業務を行う。 
 Ａ～Ｃ区画の更新住宅等建設後の余剰地については、事業者の提案により余剰地活用

（付帯事業の実施）を可能とする。 
 公郷町交番に係る業務（解体、撤去、移設）は本事業の対象外であるが、建替え用地と

して、南側市道沿いのＡ区画東角又は現に公郷町交番が存する敷地を含むＡ区画南側市

道沿いに 120 ㎡程度を確保する。 
 
 

 事業方式の概要 
本事業は、ＰＦＩ法に基づき実施する。 
本事業は、事業者が、業務実施にあたり必要な調査、既存住宅等の解体撤去、更新住宅等の

設計、建設を行った後に市に所有権を移転する、ＢＴ（Build Transfer）方式により実施する。 
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 事業者の業務範囲 
 事業計画策定業務 

事業者は、募集手続きにおいて提出した提案書に基づき、本事業の全体工程計画や

業務水準、業務実施体制等を明示した業務全体の事業計画を策定すること。 
 

 更新住宅等整備業務 

事業者は、更新住宅等の整備に関わる業務として、下記の業務を行うこと。 
 既存住宅等の解体撤去に関する業務 

 各種調査、申請、届出、協議等 

 既存住宅等の解体及び撤去設計 

 既存住宅等の解体及び撤去工事 

 その他、本業務を実施する上で必要な関連業務 
 

 更新住宅等の設計に関する業務 

 各種調査、申請、届出、協議等 

 更新住宅等の設計（基本設計・実施設計） 

 設計住宅性能評価の取得 

 その他、本業務を実施する上で必要な関連業務 
 

 更新住宅等の建設に関する業務 

 各種調査、申請、届出、協議等 

 更新住宅等の建設 

 市による完工確認 

 完工図書 

 建設住宅性能評価の取得 

 その他、本業務を実施する上で必要な関連業務 

 

 更新住宅等の工事監理に関する業務 

 更新住宅等の工事監理 

 その他、本業務を実施する上で必要な関連業務 
 

 その他の業務 

 長期修繕計画策定等 

 交付金等申請関係書類等の作成支援 

 会計実地検査の支援 

 その他、上記業務を実施する上で必要な関連業務 
 

 入居者移転支援業務 

事業者は、入居者移転支援業務として以下の業務を行うこと。 
 

 移転計画・準備業務 

 仮移転に必要な住戸数の整理 

 入居者説明会等の実施 

 利用可能な既存住宅空住戸の調査等 

 仮住居として使用する民間賃貸住宅の確保 

 仮移転・本移転に係る建設企業とのスケジュール調整 
 

 移転支援窓口業務 

 移転支援窓口の設置 

 移転支援担当者の配置 

 移転に係る窓口対応 
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 仮移転支援業務 

 仮移転者の状況把握 

 仮移転説明会の実施 

 仮住居抽選会等の実施 

 移転料の支払い等の手続 

 引越し支援等 
 

 本移転支援業務 

 本移転者の状況把握 

 本移転意向確認 

 住戸抽選会等の実施 

 本移転説明会の実施 

 移転料の支払い等の手続 

 引越し支援等 
 

 仮住居の補修業務 

 退去・住替手続支援業務 

 入居者移転に係る交付金等申請関係書類等の作成支援業務 

 その他、上記業務を実施する上で必要なもの 
 

 余剰地活用業務（付帯事業） 

事業者が、自らの提案により付帯事業として余剰地の活用に関する以下の業務を行

うことを可能とする。 
Ａ～Ｃ区画のうち、更新住宅等を整備する用地（以下「更新住宅等用地」とい

う。）、公郷町交番が存する用地及び交番建替用地（以下「交番用地」という。）（更新

住宅等用地及び交番用地を併せて「建替等用地」という。）を除いた余剰地を市から

行政財産の貸付として借り受け、自らの事業として土地活用等を行う。 
なお、余剰地活用業務における余剰地の借地期間は、建物所有を目的とし借地借家

法第 22 条及び第 23 条の定期借地権を活用する場合は同法に定める期間内の提案（50
年を上限とする）とし、建物所有を目的としない場合は横須賀市公有財産規則第 37
条の 2 により準用される第 39 条に基づき、5 年以内とする。 

 
 

 事業期間等 
 事業期間 

本事業の事業期間は、特定事業契約の締結日から平成 39 年 3 月までとするが、竣工

後２年目までの２年点検を含むものとする。なお、事業者提案により平成 39 年 3 月よ

り前倒しすることができる。 
余剰地活用事業の事業期間については、50 年を上限とし、事業者の提案に基づき、

協議のうえ決定する。 
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 事業スケジュール 

本事業のスケジュールは、概ね次表のとおりとするが、事業者の提案による工期の

短縮を可能とする。詳細は、要求水準書を参照すること。 
 

表 1 事業スケジュール 

時期 内 容 

平成 30 年 12 月 特定事業契約の締結 

平成 31 年 1 月～ 事前調査 
設計各種申請等の行政手続き 

平成 38 年 6 月末 更新住宅等の建設工事終了（全棟） 
更新住宅等の引渡し完了（全棟） 

平成 38 年 9 月末 入居者移転の終了 

平成 39 年 3 月末 既存住宅（Ｄ棟）の解体撤去の完了 
 
 

 本事業の実施にあたり遵守すべき法規制・適用基準等 
本事業を実施するにあたり、遵守すべき法規制及び適用される基準等については、要求水準

書を参照すること。 
 
 

 事業者の収入及び負担 
 事業者の収入 

事業者の収入は、市が事業者に支払う更新住宅等整備費及び入居者移転支援費から

構成される。なお、事業計画策定業務については、更新住宅等整備費及び入居者移転

支援費双方に含むものとする。また、余剰地活用事業における収入は、事業者の収入

とする。 
 

 更新住宅等整備費 

① 原則、市は、事業者に更新住宅等整備業務に要する費用を、平成 30 年度から事

業期間満了までの各年度の年度末において、完了している業務に係る費用及び継

続中の業務の出来高部分の 10 分の９以内の額を支払う。（平成 30 年度分につい

ては平成 31 年度末に併せて支払う。） 
② 市は、更新住宅等整備業務に要する費用のうち、①で支払済の費用を除いた額

を、更新住宅等の引渡し時に事業者に一括して支払う。更新住宅等の引渡しが部

分的に行われる場合には、引渡しが行われる部分に要する費用のうち、①で支払

済の費用を除いた額を、部分引渡し時に一括して支払う。 
 

 入居者移転支援費 

① 市は、入居者移転支援業務に要する費用を、平成 30 年度以降の各棟の移転状況

を踏まえて、各年度半期ごとの実績に応じた額を事業者からの請求に基づき支払

う。（平成 30 年度分については平成 31 年度末に併せて支払う。） 
 

 事業者の負担 

事業者は、更新住宅等整備費及び入居者移転支援費について、市から支払いがある

まで負担する。 
余剰地活用事業を提案した事業者は、余剰地活用にかかる貸付料を市へ支払う。 
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第３ 事業者の募集及び選定に関する事項 
 事業者の募集及び選定方法 
市は、透明性の確保と公正な競争の促進に配慮しながら、参画を希望する事業者から本事業

に関する提案を広く公募する。 
事業者の選定に当たっては、入札説明書で規定する参加資格要件を満たし、かつ提案内容が

要求水準書を満足する内容であることを前提に、総合評価一般競争入札方式によって決定す

る。総合評価における審査は、資格審査、提案内容審査及び価格審査等を総合的に行う。 
 
 

 落札者の決定、契約の手順及びスケジュール（予定） 
落札者の決定及び契約にあたっての手順及びスケジュールは、下記のとおりである。 

 
表 2 選定スケジュール（予定） 

日程（予定） 内 容 
平成 30 年 4 月 4 日 入札説明書等の公表（入札公告） 
平成 30 年 4 月 13 日 入札説明書等に関する現地見学会 
平成 30 年 4 月 23 日、24 日 入札説明書等に関する直接対話 
平成 30 年 5 月 11 日 入札説明書等に関する質問の受付 
平成 30 年 5 月 30 日 入札説明書等に関する質問回答の公表 
平成 30 年 6 月 11 日 入札参加表明書、入札参加資格確認申請書の受付 
平成 30 年 6 月 29 日 入札参加資格確認審査の結果通知 
平成 30 年 7 月 31 日 提案書の受付 
平成 30 年 9 月 事業者選定 
平成 30 年 9 月 基本協定の締結、選定結果・審査講評の公表 
平成 30 年 10 月 仮契約の締結 
平成 30 年 12 月 特定事業契約の締結 

 
 

 入札参加者の備えるべき参加資格要件 
 入札参加者の構成等 

 入札参加者の構成 

 入札参加者は、本事業を推進する上で必要な企画力、資力、信用、技術的能力及び

実績を有する複数の企業（以下、「構成企業」という。）により構成されるグループ

（以下、「入札参加グループ」という。）とすること。 

 入札参加グループは、設計業務を行う企業（以下「設計企業」という。）、解体業務

及び建設業務を行う企業（以下「建設企業」という。）、工事監理業務を行う企業

（以下「工事監理企業」という。）、入居者移転支援業務を行う企業（以下「入居者

移転支援企業」という。）及び余剰地活用事業を行う企業（以下「余剰地活用企業」

という。）により構成されるものとする。 

 「（２）入札参加者の参加資格要件」の要件を満たす者は、本事業の複数の業務を実

施することができるものとする。ただし、建設企業は、工事監理企業を兼ねること

はできない。 

 構成企業及び構成企業と資本関係又は人的関係のある者(下記①、②)は、他の入札

参加グループの構成企業になることはできないものとする。 

① 資本関係のある者 
次のいずれかに該当する者。ただし、子会社（会社法第２条第３号及び会社法施行

規則第３条の規定による子会社をいう。以下同じ。）若しくは子会社の一方が会社更

生法第２条第７項に規定する更生会社（以下、「更生会社」という。）又は民事再生法

第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社であり、かつ、国土交通省の入札参

加資格認定を受けていない場合は除く。 
ａ 親会社（会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をい
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う。以下同じ。）と子会社の関係にある場合 
ｂ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

② 人的関係のある者 
次のいずれかに該当する者。ただし、a については、会社の一方が更生会社又は民

事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社であり、かつ、国土交通省

の入札参加資格認定を受けていない場合は除く。 
ａ 一方の会社の代表権を有する者（個人商店の場合は代表者。以下同じ。）が、 他

方の会社の代表権を有する者を現に兼ねている場合 
ｂ 一方の会社の代表権を有する者が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民

事再生法第 64 条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 
 

 特別目的会社の設立について 

落札者は、会社法に定める株式会社又は合同会社として特別目的会社（以下、「ＳＰ

Ｃ」という。）を設立することができる。 
ただし、ＳＰＣを設立する場合は、次の要件をすべて満たさなければならない。 

① 落札者となった入札参加グループの構成企業のうち、代表企業及び建設企業は必ず

ＳＰＣに出資すること。 
② 代表企業は、全出資者中、最大の株式を所有すること。 
③ 出資者である構成企業は、原則として本事業の事業契約が終了するまでのＳＰＣの

株式を保有することとし、市の事前の書面による承認がある場合を除き、譲渡、担

保等の設定その他一切の処分を行ってはならないこと。 
 

 代表企業等の選定 

① 入札参加グループは、構成企業の中から代表企業（単独企業）として建設企業（建

設企業が特定建設工事共同企業体の場合はその代表構成員）を定め、入札参加表明

書の提出時に明らかにすること。 
② 代表企業は、本入札への応募手続きや、落札者となった場合の契約協議などの市と

の調整及び協議等における窓口役を担うほか、構成企業の債務すべてについて責任

を負うものとする。なお、構成企業が負担する詳細な責任の内容については、事業

契約書（案）を参照すること。 
 

 その他 

① 構成企業から直接業務を受託し、又は請け負う者を協力企業とする。 
② 落札者が、本事業を遂行するためにＳＰＣを設立する場合に、ＳＰＣから直接業

務を受託できるのは、構成企業のみとする。 
 

 入札参加者の参加資格要件 

 入札参加者共通の参加資格要件 

入札参加者は、下記のいずれにも該当しない者とする。 
 

 法人でない者 

 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当する者。又

はその者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用する者 

 横須賀市指名停止等措置規則に基づく指名停止期間中の者。 

 建設業法（昭和 24年法律第 100 号）第 28 条に規定する指示又は営業の停止の措置

を受けている者 

 建築士法第 26条第２項の規定による事務所の閉鎖命令を受けている者 

 次のいずれかに該当する破産手続開始の決定を受けて復権を得ない法人又は外国の

法令上これと同様に取り扱われている法人 

① 旧会社更生法（昭和 27年法律第 172 号）第 30 条第１項若しくは第２項又は会

社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17 条第１項若しくは第２項の規定に基
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づき更生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者 

② 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21条第１項又は第２項の規定に基づ

き再生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。ただ

し、国土交通省の入札参加資格認定を受けている者を除く 

③ 会社法（平成 17 年法律第 86号）の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成 17年法律第 87 号）第 64 条による改正前の商法（明治 32年法律第 48

号）第 381 条第１項の規定による会社整理の開始の申立て又は同条第２項の規

定による通告がなされている者 

④ 旧破産法（大正 11年法律第 71号）又は破産法（平成 16年法律第 75 号）に基

づき破産の申立て又は旧和議法（大正 11 年法律第 72号）に基づき和議開始の

申立てがなされている者 

 役員のうち次のいずれかに該当する者がある法人 

① 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われて

いる者 

② 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に

取り扱われている者 

③ 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その

執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過し

ない者 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者 

⑤ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上

記のいずれかに該当する者 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がそ

の事業活動を支配する法人 

 本事業に係る整備手法検討調査業務を受託した株式会社パスコと資本関係又は人的

関係(３－（１）－ア－（エ）を参照)がある者。 

 本事業に係るアドバイザリー業務を受託した八千代エンジニヤリング株式会社（同

協力事務所としてアンダーソン・毛利・友常法律事務所）と資本関係又は人的関係

(３－（１）－ア－（エ）を参照)がある者 

 選定委員会の委員が所属する企業又はその企業と資本関係又は人的関係(３－（１）

－ア－（エ）を参照)のある者 

 その者の親会社等が（カ）～（サ）までのいずれかに該当する法人 
 

 設計企業の参加資格要件 

設計企業は、下記の①～④の要件をすべて満たすこと。複数の者で業務を分担す

る場合は、統括する設計企業を置くものとし、全ての者が下記の、①～④を満たす

こと。なお、所在区分や入札参加資格登録については横須賀市ホームページ

〈http://keiyaku.yokosuka-ebid.jp/keiyaku/shinki/shinki.html〉を確認すること。 
 

① 所在区分が市内業者、準市内業者、又は市外事業者であること。 
② 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所

の登録をしていること。 
③ 横須賀市競争入札参加有資格者(委託)として「建築設計」の業種に登録があるこ

と。但し、建設企業が設計企業を兼ねる場合は、横須賀市競争入札参加有資格

者（工事）「建築一式」の業種に登録があればよい。 
④ 入札公告日から起算して過去 10 年間に完成した、次の要件をすべて満たす共同

住宅（寄宿舎、寮、ワンルームマンション等を除く。）の新築工事に伴う実施設

計を元請け（設計共同企業体によるものである場合は、代表者としての履行に
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限る。）として履行した実績を有すること。 
a 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 
b ５階建て以上 
c 延べ面積 3,000 ㎡以上又は 70 戸以上 

 
 建設企業の参加資格要件 

建設企業は、特定建設工事共同企業体（以下、「JV」という。）又は単体企業のい

ずれかとし、以下の要件を満たしていること。なお、所在区分や入札参加資格登録

については横須賀市ホームページ 
〈http://keiyaku.yokosuka-ebid.jp/keiyaku/shinki/shinki.html〉を確認すること。 
また、市内下請負率は、市内事業者で受注可能な下請金額に対しての実際に市内

事業者に発注する金額（本市が市内で受注不可能と判断した場合は、下請負金額の

総額に含まない）であり、請負金額全体に対する金額ではない。 
詳細は、下記の横須賀市ホームページを確認すること。 
〈http://keiyaku.yokosukaebid.jp/keiyaku/n_seido/kouzi/nyusatsu/ogatakouzi.pdf〉 
 

 ＪＶの場合 

① 所在区分が代表構成員は準市内業者、その他の構成員は準市内業者又は市内業

者であること。 

② ＪＶの組成にあたっては、共同施工方式又は分担施工方式のいずれかによるも

のとする。 

共同施工方式の場合、a から d の要件をすべて満たすこと。 
分担施工方式の場合、次の a 及び b の要件を満たすこととし、構成員の数及び分

担工事額については参加グループの提案に委ねる。 
a JV には、市内業者を構成員として１者以上含むこと。 

b JV の代表構成員は出資比率または分担工事額が構成員中最大である者であっ

て、単独の企業であること。 

c JV の構成員数は２者又は３者であること。 

d １構成員当たりの出資比率は、構成員数が２者の場合は 30％以上、３者の場

合は 20％以上であること。 

 

また、代表構成員は下記の③～⑥の要件をすべて満たし、その他の構成員は、

③～⑤の要件を満たすこと。なお、すべての建設企業は、工事監理企業を兼ねる

ことはできない。 
 

③ 構成企業は、横須賀市競争入札参加有資格者(工事)として「建築一式」、「土木一

式」、「電気」、「管」のうち、当該構成企業が実施する工事に対応した業種に登

録があること。 
④ 構成企業ごとに建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）別表第１の上欄に掲げる建

設工事の種類のうち、資格登録名簿の対象工種に該当する種類（「土木一式工

事」、「建築一式工事」、「電気工事」又は「管工事」）について、同法に基づく特

定建設業の許可を有し、この工事に対応する管理技術者又は主任技術者を同法

に従い施工現場に専任かつ常駐で配置できること。 
⑤ 横須賀市に登録されている経営事項審査の建築一式工事の総合評定値（総合評

点）が準市内業者は 1,150 点以上、市内業者は 670 点以上であること。 
⑥ 入札公告日から起算して過去 10 年間に完成（引渡し済みのものに限る。）した

次の要件をすべて満たす共同住宅（寄宿舎、寮、ワンルームマンション等を除

く。）の新築工事の元請施工実績を有していること（共同企業体によるものであ

る場合は、代表者としての施工実績に限る）。 
a 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 
b ５階建て以上 
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c 延べ面積 3,000 ㎡以上又は 70 戸以上 
 単体企業の場合 

① 所在区分が準市内業者であること。 
② 横須賀市競争入札参加有資格者(工事)として「建築一式」の業種に登録があるこ

と。 
③ 建築一式工事の特定建設業許可を有し、この工事に対応する監理技術者を同法

に従い施工現場に専任かつ常駐で配置できること。 
④ 横須賀市に登録されている経営事項審査の建築一式工事の総合評定値（総合評

点）が 1,450 点以上であること。 
⑤ 一次下請発注金額の内 40％以上を市内業者に発注すること。ただし、これを達

成できない見込みである場合は、市内下請負率の最低限度を 25％とし、材料購

入を含めた市内下請負率は 45％とする。 
⑥ 入札公告日から起算して過去 10 年間に完成（引渡し済みのものに限る。）した

次の要件をすべて満たす共同住宅（寄宿舎、寮、ワンルームマンション等を除

く。）の新築工事の元請施工実績を有していること（共同企業体によるものであ

る場合は、代表者としての施工実績に限る）。 
a 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 
b ５階建て以上 
c 延べ面積 3,000 ㎡以上又は 70 戸以上 

 
 工事監理企業の参加資格要件 

工事監理企業は、１者で業務を担当する場合は、下記の①～⑤の要件をすべて満

たすこと。また、複数の者が業務を分担する場合は、全ての者が下記の①～⑤の要

件を満たすこと。なお、所在区分や入札参加資格登録については横須賀市ホームペ

ージ〈http://keiyaku.yokosuka-ebid.jp/keiyaku/shinki/shinki.html〉を確認すること。 
 

① 所在区分が市内業者、準市内業者、又は市外業者であること。 
② 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所

の登録をしていること。 
③ 横須賀市競争入札参加有資格者(委託)として「建築設計」の業種に登録があるこ

と。 
④ 建設企業の会社法に定める子会社でないこと。 
⑤ 入札公告日から起算して過去 10 年間に完成した、次の要件をすべて満たす共同

住宅（寄宿舎、寮、ワンルームマンション等を除く。）の新築工事に伴う工事監

理を元請け（設計共同企業体によるものである場合は、代表者としての履行に

限る。）として履行した実績を有すること。 
a 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 
b ５階建て以上 
c 延べ面積 3,000 ㎡以上又は 70 戸以上 

 
 入居者移転支援企業の参加資格要件 

入居者移転支援企業は、下記①～③の要件をすべて満たすこと。なお、所在区分

や入札参加資格登録については横須賀市ホームページ〈http://keiyaku.yokosuka-
ebid.jp/keiyaku/shinki/shinki.html〉を確認すること。 

 
① 所在区分が市内業者、準市内業者、又は市外業者であること。 
② 横須賀市競争入札参加有資格者(工事、業務委託又は物件調達のいずれか)として

の登録があること。 
③ 宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号）の規定による宅地建物取引業者の

免許を有すること。 
 余剰地活用企業の参加資格要件 
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余剰地活用企業は、下記①、②の要件をすべて満たすこと。なお、所在区分や入

札参加資格登録については横須賀市ホームページ〈http://keiyaku.yokosuka-
ebid.jp/keiyaku/shinki/shinki.html〉を確認すること。 

 
① 所在区分が市内業者、準市内業者、又は市外事業者であること。 
② 横須賀市競争入札参加有資格者(工事、業務委託又は物件調達のいずれか)とし

ての登録があること。 
 

 参加資格要件の確認 

「（２）入札参加者の参加資格要件」の確認基準日は、入札参加表明書の提出期限

日とする。 
提案書の受付期限日から落札者決定の日までに参加資格要件を欠く事態が生じた場

合の対応は以下のとおりとする。 
 

① 入札参加申込書の受付日から落札者決定日までの間に、入札参加グループの構成

企業に入札参加資格要件を欠く事態が生じた場合には、当該入札参加グループは

原則として失格とする。ただし、入札参加グループの申し出により、市がやむを

得ないと認め、承認した場合に限り、入札参加資格要件を欠く参加グループの構

成企業（ただし、代表企業を除く）の変更ができるものとする。 
② 落札者決定日の翌日から事業契約締結日までの間に、入札参加グループの構成企業

に入札参加資格要件を欠く事態が生じた場合には、市は仮契約を締結せず、又は仮

契約の解除を行うことがある。これにより仮契約を締結せず、又は仮契約を解除し

ても、市は一切責を負わない。ただし、入札参加グループの申し出により、市がや

むを得ないと認め、承認した場合に限り、入札参加資格要件を欠く参加グループの

構成企業（ただし、代表企業を除く）の変更ができるものとし、市は変更後の参加

グループと仮契約を締結できるものとする。 
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 入札に関する手続き等 
 入札説明書等の公表（入札公告） 

入札公告は平成 30 年 4 月 4 日（水）とし、横須賀市のホームページ上で公表する。

本件入札説明書等についても同様のホームページにおいて公表する。 
 

 入札説明書等に関する現地見学会 

入札説明書等に関する現地見学会の開催日時、場所及び参加申し込みは以下に示す

通りである。 
 

表 3 現地見学会の概要 

開催日時 平成 30 年 4 月 13 日（金） 

原則、入札参加グループ毎に行う。 

申込者多数により上記日時の開催が難しい場合の予備日は以下とする。 

（予備日）平成 30 年 4 月 16 日（月） 

集合場所 現地（詳細は申し込み後に通知する） 

参加申込 
方法 

「入札説明書等に関する現地見学会の参加申込書（様式１－１）」に必要

事項を記入のうえ、電子メールにファイルを添付し、下記申込先に提出す

ること。 
なお、メールタイトルは「入札説明書等に関する現地見学会参加申込

（企業名）」と明記すること。また、窓口・電話での受付は行わない。電子

メールの送信後、下記の申込先に着信確認を行うこと（土、日及び祝日を

除き、平日 9：00～17：00 まで）。 

申込先及び 
問い合わせ先 

横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 
TEL：046-822-9781、E-mail： ho-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp 

参加人数 
原則、入札参加グループごとの申込とし、参加者は 1 グループ 10 人以内

とする。単独での参加を希望する場合は、参加者を 1 社 3 人以内とする。 

申込期限 平成 30 年 4 月 10 日（火）12 時必着 

留意事項 当日は入札説明書等の配付を行わないため、参加者において持参するこ

と。来場手段は公共交通機関とすること。 
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 入札説明書等に関する直接対話及び質問の受付 

 入札説明書等に関する直接対話 

入札説明書等に記載の内容に関し、応募者の理解促進を図るため、市と事業者との

直接対話を実施する。 
 

表 4 直接対話の概要 

開催日時 平成 30 年 4 月 23 日（月）10:00～12:00、13:00～17:30 

平成 30 年 4 月 24 日（火）10:00～12:00、13:00～17:30 

開催場所 横須賀市役所(詳細は申し込み後に通知する) 

参加申込 
方法 

「入札説明書等直接対話参加申込書（様式１－２）」に必要事項を記入の

うえ、電子メールにファイルを添付し、下記申込先に提出すること。 
なお、メールタイトルは「入札説明書等に関する直接対話参加申込（企

業名）」と明記すること。また、窓口・電話での受付は行わない。電子メー

ルの送信後、下記の申込先に着信確認を行うこと（土、日及び祝日を除

き、平日 9：00～17：00 まで）。 

申込先及び 
問い合わせ先 

横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 
TEL：046-822-9781、E-mail： ho-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp 

参加人数 1 入札参加グループ 6 名以内又は、1 社 3 名以内とする。 

申込期限 平成 30 年 4 月 16 日（月）17 時必着 

対話内容 原則、非公表 
※対話内容は市の判断により、入札説明書等の変更を公表する等によ

り、反映する場合がある。 

留意事項 当日は入札説明書等の配付を行わないため、参加者において持参するこ

と。来庁の際は公共交通機関とすること。 
 

 入札説明書等に関する質問並びに意見受付及び回答 

入札説明書等に記載の内容に関する質問及び意見受付を以下のとおり行う。また、

提出された質問及び意見について、市が必要と判断した場合にはヒアリングを行うこ

ともある。 
 

表 5 質問・意見受付、回答 

提出期限 平成 30 年 4 月 25 日（水）～5 月 11 日（金）17 時必着 

提出方法 「入札説明書等に関する意見・質問書（様式２）」に記入の上、電子メール

でファイル添付にて提出すること。 
なお、メールタイトルは「入札説明書等に対する質問・意見（企業名）」

と明記すること。また、窓口・電話での受付は行わない。 
電子メールの送信後、下記の申込先に着信確認を行うこと（土、日及び

祝日を除き、平日 9：00～17：00 まで）。 

提出先及び 
問い合わせ先 

横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 
TEL： 046-822-9781、E-mail： ho-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp 

回答及び公表 入札説明書等に関して提出された質問及び意見に対する回答は、質問及

び意見者の特殊な技術、ノウハウ等に係るもの、質問及び意見者の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除き、平成 30
年 5 月 30 日（水）までに市のホームページで公表する予定である。 
なお、個別に回答を行わないものとし、質問及び意見者の事業者名は公

表しない。 
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 入札参加表明書、入札参加資格確認申請書の受付 

入札参加者は、構成企業名を記載した入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書

類を提出し、構成企業の入札参加資格の審査を受けることとする。市は、これらの提

出を受け、入札参加グループの提案受付番号を代表企業に通知する。 
なお、入札を辞退した場合に、今後、横須賀市の行う業務において不利益な扱いは

されない。 
 

 提出方法等 

 提出日時 

平成 30 年 6 月 11 日（月）の午前 9 時から 12 時及び午後 1 時から 5 時まで 
 
 提出場所 

〒238-8550 神奈川県横須賀市小川町 11 番地 
横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 
 
 提出方法 

提出日時に関し事務局に事前連絡の上、持参により提出すること。 
 
 提出書類 

各様式は「様式集」に従い、様式毎に指定された Microsoft Word 又は Microsoft 
EXCEL を使用して作成すること。提出書類は二穴 A4 サイズのファイルに綴じた状態で

3 部、提出すること。なお、取り外しが可能なものとすること。 
また、提出書類と同じ内容を保存した CD-R を 2 枚提出すること。当該 CD-R には、

上段に「本公郷改良アパート建替事業 入札参加表明書等」、下段に「代表企業名」

「提出日」を明記すること。 
なお、提出書類とデータの内容が異なっている場合は、提出された書類の内容を優

先する。その相違による不利益は、入札参加者が負うものとする。 
 

書類名称 様式 

入札参加表明書 3 

委任状 4 

入札参加資格確認申請書 5 

共同企業体 申告書 6 

資本的関係・人的関係調書 7 

申立書 8 

設計実績調書 9 

配置予定技術者等調書（設計） 10 

建設工事実績調書 11 

配置予定技術者等調書（建設） 12 

工事監理実績調書 13 

配置予定技術者等調書（工事監理） 14 

入居者移転支援企業に関する資格 15 

入札辞退届 16 
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 入札参加資格確認審査の結果通知 

入札参加資格審査結果を平成 30 年 6 月 29 日（金）に代表企業に書面で通知する。 
 

 入札参加資格がないと認めた理由の説明要求及び説明要求に係る回答 

入札参加資格がないとされた者は、入札参加資格がないと認めた理由について、平

成 30 年 7 月 6 日（金）午後 5 時までに書面を持参により提出することで、市に説明を

求めることができる。市は、平成 30 年 7 月 13 日（金）を目途に回答する。 
 

 提案書の受付 

入札参加者は、提案内容を記載した審査資料（以下「提案書」という。）及び入札書

を以下のとおり提出すること。 
 

 提出方法等 

 提出日時 

平成 30 年 7 月 31 日（火）の午前 9 時から 12 時及び午後 1 時から 5 時まで 
 
 
 提出場所 

〒238-8550 神奈川県横須賀市小川町 11 番地 
横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 
 
 提出方法 

提出日時に関し事務局に事前連絡の上、事前連絡を行った上、持参により提出する

こと。 
 

 提出書類等 

 入札書等 

下表様式を封筒に入れ密封し、入札参加者名を表記して 1 部提出する。各様式は

「様式集」に従い、様式ごとに指定された Microsoft Word 又は Microsoft EXCEL を使用

して作成すること。 
書類名称 様式 

入札書 入札書 
入札書の内訳（更新住宅等整備費及び入居者移転支援費） 17-1 
入札書の内訳（更新住宅等整備費） 17-2 
入札書の内訳（入居者移転支援費） 17-3 
入札書の内訳（余剰地活用価格） 18 

※入札価格（更新住宅等整備費及び入居者移転支援費）が予定価格を超えておらず、か

つ余剰地活用価格が市の予定する下限価格以上であることを前提とする。 
 

 予定価格 

① 本事業における予定価格（更新住宅等整備費及び入居者移転支援費）は、以下

のとおりである。 
 
予定価格： 4,971,718,000 円（消費税及び地方消費税相当額を含まない。） 

 
② 余剰地活用価格については、A～C 区画において、下限価格をそれぞれ以下のと

おり設定する。 
 
A 区画： 306 円／㎡・月 
B 区画： 306 円／㎡・月 
C 区画： 264 円／㎡・月 
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 提案書 

提案書は下表による。各様式は「様式集」に従い、原則、様式毎に指定された

Microsoft Word 又は Microsoft EXCEL を使用して作成すること。ただし、図面に関して

は、データ容量の大きな様式は PDF による提出も可とする。提出書類は二穴 A4 サイズ

のファイルに綴じた状態で正 1 部、副 20 部提出すること。 
また、取り外しが可能なものとし、（４）で市が通知する提案受付番号を記すこと。 
当該 CD-R には、上段に「本公郷改良アパート建替事業 入札参加表明書等」、下段

に「代表企業名」「提出日」を明記すること。なお、提出書類とデータの内容が異なっ

ている場合は、提出された書類の内容を優先する。その相違による不利益は、入札参

加者が負うものとする。 
 

書類名称 様式 枚数 書式ｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙ形式 

要求水準に関する誓約書 19 1 A4 Word 
提案書提出書 20 1 A4 Word 
提案書表紙 21 1 A4 Word 

 
 
事業計

画 

事業実施体制、安定性等に関する提

案 
22 1 A4 Word 

資金調達計画等に関する説明 23 任意 A34 Word 
余剰地活用に関する提案 24 1 A4 Word 
地域経済、地域社会貢献への配慮に

関する提案 
25 1 A4 Word 

施設計

画 
全体計画、配置計画に関する提案 26 2 A4 Word 
住棟・住戸計画に関する提案 27 2 A4 Word 
高齢社会への対応に関する提案 28 1 A4 Word 
安全・防犯への配慮に関する提案 29 1 A4 Word 
環境負荷の低減に関する提案 30 1 A4 Word 
維持管理への配慮に関する提案 31-1 2 A4 Word 

（参考）長期修繕計画書 31-2 3 A3 Excel 

施工計

画 
施工計画、実施体制等に関する提案 32 1 A4 Word 
施工中の安全確保等に関する提案 33 1 A4 Word 

入居者

移転支

援 

入居者移転支援実施計画、体制等に

関する提案 
34 1 A4 Word 

移転負担軽減等に関する提案 35 1 A4 Word 

その他

（建築

計画概

要等） 

建築計画概要書 36 2 A3 Word 
更新住宅面積表 37 2 A3 Word 
公営住宅等整備基準適合チェックリ

スト 
38 1 A3 Word 

事業工程表とその解説 39 1 A3 Word 

提案書

の概要

(公表用) 

提案書の概要（公表用）表紙 40 1 A3 Word 
提案書の概要（公表用）その 1 41 2  A3 Word 
提案書の概要（公表用）その 2 42 2 A3 Word 

図面集 表紙 43-0 1 A3 Word 
設計概要書（建築概要、構造概要、

設備概要） 
43-1 2 A3 Word 

更新住宅仕上表 43-2 1 A3 Word 
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書類名称 様式 枚数 書式ｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙ形式 

全体配置図 43-3 12 A3 PDF 
断面図（敷地全体） 43-4 1 A3 PDF 
立面図（敷地全体） 43-5 1 A3 PDF 
日影図 

43-6 
12
枚以

上 
A3 PDF 

外観透視図（鳥瞰・目線） 43-7 2 A3 PDF 
更新住宅配置図兼 1 階平面図・基準

階平面図 
43-8 任意 A3 PDF 

更新住宅断面図 43-9 任意 A3 PDF 
更新住宅立面図 43-10 任意 A3 PDF 
更新住宅住戸タイプ配置図 43-11 1 A3 PDF 
更新住宅各住戸タイプ平面図 43-12 1 任

意 
A3 PDF 

民間施設配置図兼 1 階平面図・各階

平面図 
※余剰地活用の提案がある場合 

43-13 任意 A3 PDF 

民間施設断面図・立面図 
※余剰地活用の提案がある場合 

43-14 任意 A3 PDF 

施工計画図 43-15 任意 A3 PDF 
入居者移転計画 43-16 任意 A3 PDF 

 
 

 提案書の作成要領 

審査の公平を期すため、入札参加者は匿名として審査を行う。よって、提案書は、

各様式の所定の欄に、（４）で交付する提案受付番号を記載し、企業名、住所、企業を

特定できるマーク（社章）、実績等、企業名を類推できる表記は記載しないこと。 
 
 事業計画に関する提案書 

「様式集」様式 22～25 の各様式に従い作成する。 
資金調達計画のうち、自己資金については、預金残高証明等、自己資金残高を示す

ものを様式 23 に添付すること。落札者については、仮契約に先立ち、資金調達予定先

からの融資承諾書の提出を求める。また、代表企業、設計企業、建設企業、工事監理

企業、入居者移転支援企業及び余剰地活用企業の貸借対照表（直近 3 か年分及び当該

期間の推移表）、損益計算書（直近 3 か年分及び当該期間の推移表）を添付すること。 
 
 施設計画に関する提案書 

「様式集」様式 26～31-2 の各様式に従い作成する。 
 
 施工計画に関する提案書 

「様式集」様式 32、33 の様式に従い作成する。 
 
 入居者移転支援に関する提案書 

「様式集」様式 34、35 の様式に従い作成する。 
 
 その他（建築計画概要等）に関する提案書 

「様式集」様式 36～39 の各様式に従い作成する。公営住宅等整備基準適合チェック

リストについては、「様式集」様式 38 に従い、建替住宅の整備について提案者各自で

チェックを行った内容を記入する。 
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 提案書の概要（公表用） 

「様式集」様式 40～42 の各様式に従い作成する。 
 
 図面集 

図面集は、「様式集」様式 43-0 の表紙を付け、「様式集」様式 43-1～43-156 の各様式

に従い作成する。Ａ３サイズ 1 面（折込可）で作成し横長左二か所綴じで（取り外し

が可能なもの）提出する。図面集は適宜彩色しても構わない。 
なお、縮尺については、原則、指定したものによること。を基本とするが、必要に

応じて変更することも可とする。（変更した場合には、変更後の縮尺を明記するこ

と。） 
 

 入札にあたっての留意事項 

 入札説明書等の承諾 

入札参加者は、入札説明書等の記載内容を承諾の上、入札すること。 
 

 費用負担等 

入札書類等の作成及び提出等本件入札に関し必要な費用は、すべて入札参加者の負

担とする。 
 

 入札の辞退 

参加資格申請を行った入札参加者が、入札を辞退する場合は、入札書類等の提出期

限までに「様式集」様式 16 の辞退届を提出すること。 
 

 公正な入札の確保 

入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 年法律

第 54 号）に抵触する行為を行ってはならない。また、公正に入札を執行できないと認

められる場合又はその恐れがある場合は、当該入札参加者を参加させず、又は入札の

執行を延期し、若しくは取り止めることがある。 
なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除等の措置をとることがあ

る。 
 

 入札の中止・延期 

入札に関して、天変地異があった場合又は入札参加者の談合や不穏な行動の情報が

あった場合など、入札を公正に執行することができないと判断されるときは、入札の

執行を延期又は中止することがある。 
 

 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。 
① 入札参加資格がない者による入札 
② 代表企業以外の者による入札 
③ 委任状を持参しない代理人による入札 
④ 入札書類等に虚偽の記載をした者による入札 
⑤ 記名押印のない入札書による入札 
⑥ 誤字、脱字等により意思表示が不明確な入札 
⑦ 入札参加者及びその代理人のした 2 以上の入札 
⑧ その他入札に関する条件に違反した入札 

 
 本件事業に関する提案内容を記載した提案書の取扱い 

① 著作権 
本事業に関する提案書の著作権は入札参加者に帰属する。ただし、事業者の選定
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に関する情報の公表時及びその他市が必要と認める時には、市は提案書の全部又は

一部を使用できるものとする。 
「様式集」様式 40～42 の提案書の概要については、審査結果等の公表に用いる

ため、承諾を得ず使用することを念頭に作成すること。 
 

② 特許権等 
提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方

法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った入札参

加者が負うものとする。 
 

③ 市からの提示資料の取扱い 
市が提供する資料は、本件入札に係る検討以外の目的で使用することはできな

い。 
 

④ 入札書類等の変更禁止 
入札書類等の変更はできない。ただし、提案書における誤字等の修正については

この限りではない。 
 

⑤ 使用言語、単位及び時刻 
本件入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨は

円、時刻は日本標準時とする。 
 
 

 プレゼンテーション等 

選定にあたっては、必要に応じてプレゼンテーションやヒアリングなど、次頁から

示す、市営住宅ＰＦＩ事業者選定委員会への提案内容の説明を求める予定である。 
また、選定委員会への説明に際し、模型を用いることは不可とする。 
なお、詳細については、入札参加者に対して通知するものとする。 
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 審査及び選定に関する事項 
 選定委員会 

提案審査は、下記に示す学識経験者及び市職員等で構成する「市営住宅ＰＦＩ事業者

選定委員会」において、落札者決定基準に基づく審議を経て、最優秀提案者を選定す

る。 
選定委員会の委員に対し、事業者選定に関して自己に有利になる目的のため、接触

等の働きかけを行った場合は、失格とする。 
 

表 6 市営住宅ＰＦＩ事業者選定委員会 委員一覧（50 音順） 

委員氏名 所属する団体名及び役職名 
石渡 修 横須賀市 財政部長 

植田 和男 日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会 会長兼理事長 
濱野 伸治 横須賀市 福祉部長 
八尾 紀子 ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士 
柳澤 潤 関東学院大学 建築・環境学部准教授 

 
 審査及び選定の内容 

選定委員会において、入札価格のほか、更新住宅等の整備計画、移転支援計画、資

金計画等について総合的に評価を行う。 
選定委員会は非公開とし、審査及び選定の具体的な内容については、落札者決定基

準を参照すること。 
 

 審査結果及び評価の公表方法 

 審査結果の公表 

市は、審査結果を入札参加グループの代表企業に通知するとともに、市のホームペー

ジにて公表するものとする。 
 

 落札者を決定しない場合 

市は、事業者の募集において、入札参加者がいない場合、又は、いずれの入札参加者

の提案内容も要求水準に達しない等の理由により、本事業をＰＦＩ事業として実施する

ことが適当でないと判断した場合には、落札者を決定せず、特定事業の選定を取り消す

ことができる。 
 
 

 契約に関する基本的な考え方 
 事業契約の概要 

落札者は、市と、落札者の決定後速やかに、落札者又は落札者が横須賀市内に設立

するＳＰＣとの事業契約の調印（仮契約）に先立って、本事業に係る基本協定を締結

する。 
また、市は、基本協定の締結後、落札者と事業契約の協議を行い、落札者又はＳＰ

Ｃと仮契約の調印をする。 
 

 特別目的会社（ＳＰＣ）を設立する場合 

落札者がＳＰＣを設立する場合は、基本協定締結後、市との仮契約の調印までに、

本事業を実施する会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社又は合同会社と

して、本社（会社法に規定する「所在地」の表現）を横須賀市とするＳＰＣを設立す

るものとする。ＳＰＣの出資金の額は、事業者提案とする。 
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 提出書類の取扱い 
 著作権 

本事業に関する提出書類の著作権は入札参加者に帰属する。ただし、事業者の選定

に関する情報の公表時及びその他市が必要と認める時には、市は提出書類の全部又は

一部を使用できるものとする。 
また、契約に至らなかった入札参加者の提出書類については、返却しないものと

し、事業者の選定以外には使用しない。 
 

 特許権等 

本事業に関する提出書類の著作権は入札参加者に帰属する。ただし、事業者の選定

に関する情報の公表時及びその他市が必要と認める時には、市は提出書類の全部又は

一部を使用できるものとする。 
また、契約に至らなかった入札参加者の提出書類については、事業者の選定以外に

は使用しない。 
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第４ 事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 
 市と事業者の責任分担 

 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉

で質の高いサービスの提供を目指すものであり、事業者が担当する業務については、原

則として事業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事

項については、市が責任を負うものとする。 
 

 予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、特定事業契約書（案）によることとし、入札参加者は負担

すべきリスクを想定したうえで、提案を行う。 
 

 リスクが顕在化した場合の費用負担の方法 

市又は事業者のいずれかが責任を負うべきリスクが顕在化した場合に生じる費用は、

その責任を負う者が負担することを基本とする。また、市及び事業者が分担して責任を

負うべきリスクが顕在化した場合に生じる費用の負担方法は、特定事業契約書（案）に

おいて定める。 
なお、事業者は、自らが負担するリスクのうち、保険により費用化できるリスクにつ

いては、合理的な範囲で保険を付保するものとする。 
 
 

 市による事業の実施状況の確認 
 モニタリングの実施 

市は、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書等に規定した要求水準を

達成しているか否かを確認するため、事業の実施状況についてモニタリングを実施す

る。 
市は、事業者のセルフモニタリング結果に基づき市のモニタリングを実施する。ま

た、市は、モニタリングの結果に基づき必要に応じて是正措置を事業者に指示する。 
 

 モニタリングの時期 

事業者は、入札説明書等及び事業者の提案に基づき、モニタリングの実施時期、実施

内容、実施方法等を具体的にまとめた以下の資料を作成し、市に提出する。市は、各資

料を確認し必要に応じて協議及び是正を行う。以下の資料の様式は、市と事業者の協議

の上、決定する。 
 

資料名称 資料内容 提出時期 
要求水準等確認計画書 要求水準書の項目、内容及び事業者の

提案に応じた各業務の業務水準達成の

確認時期、確認者、確認の方法等 

各業務の着手前 

要求水準等適合チェッ

クリスト（原則、要求

水準項目を網羅し、か

つ提案内容を該当項目

に追記したもの） 

要求水準書の項目、内容及び事業者の

提案に応じた各業務の業務水準達成の

確認状況 

各業務の完了時 

コスト管理計画書（計

画書の構成や内容の詳

細は事前に市と協議し

作成すること） 

各業務の実施段階に応じたコストの発

生状況の確認 
各業務の着手

前、実施中、完

了後（ただし設

計は実施中を除

く） 
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モニタリングは、上記の資料を活用しながら、下記に示す内容を実施することを予

定している。ただし、別途、市がモニタリングを必要とする場合は、市の定める方法

手段により随時実施するものとする。 
 

 業務着手時 

事業者は、業務着手前に業務全体に関する業務概要及び業務項目、実施方針、業務

工程、照査計画、実施体制等を記載した事業計画書を市に提出し、市は、要求した事

業スケジュール等に適合していることの確認を行う。 
 

 事前調査時 

市は、事前調査完了時に、事業者から提出された調査結果等について、要求水準等

を満たしているか否かの確認を行う。 
 

 設計時 

市は、基本設計及び実施設計の各完了時に、事業者から提出された設計図書につい

て、要求水準書等を満たしているか否かの確認を行う。 
設計の状況について、事業者は、打ち合わせ時や市から要請を受けた際には随時報

告・資料提出を行うこと。 
 

 既存住宅等の解体及び撤去時 

市は、事業者の行う既存住宅等の解体撤去業務について、要求水準書等を満たして

いるか否かの確認を行う。 
事業者は、解体撤去工事完了時に市に報告し、完了状況の確認を受けること。 

 
 工事施工時 

市は、更新住宅等が設計図書に従って建設されていることを確認するため、事業者

の行う工事施工、工事監理の状況について定期及び随時に確認を行う。なお、市は事

前の通知なしに建設工事に立ち会うことができるものとし、事業者は、施工に関する

検査又は試験の実施について、事前に市に通知するものとする。また、市はこれらに

立ち会うことができるものとする。 
また、工事の施工状況について市から要請を受けた場合には、事業者は、説明及び

報告、施工記録の提出を行うとともに、工事現場での施工状況について市の確認を受

けること。 
 

 工事完成及び施設引渡し時 

市は、更新住宅等が要求水準書等に定められた水準を満たしているか否かの確認を

行う。なお、事業者は、市の確認の際に施工記録を用意し、市の確認を受けること。 
 

 入居者移転支援時 

事業者は、入居者移転支援業務期間中、事業者による業務の実施状況について、市

の求めに応じて随時市に報告し、業務水準を満たしていることの確認を受けること。 
 

 余剰地活用時 

市は、余剰地活用の提案がなされた場合は、余剰地活用の履行状況が要求水準書等

に定められた水準を満たしているか否かについて確認するため、余剰地活用期間中、

随時実地調査を行う。また、余剰地活用企業は、市が要請したときは、余剰地の整備

状況について、市に報告し、市の実地調査（整備状況が事業者の提案に基づき特定事

業契約書等に定められた水準を満たしているか否かについての調査）に協力するこ

と。なおこの調査は、借地期間の終期までとする。 
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 随時 

入札参加グループは、第３ ３に示す入札参加者の備えるべき参加資格要件を満た

し、建設企業がＪＶ組成を行う場合、共同施工方式は各構成員の出資比率を、分担施

工方式の場合は構成員数及び分担工事額が分かる集計表を作成する。また、単体企業

の場合は、事業提案に従い市内下請負率がわかる集計表を作成し、これらが証明でき

る書類（契約書等）を備え、市の求めに応じ提出する。事業提案時から契約金額の変

更や構成企業（建設企業がＪＶの場合、構成員を含む）の変更をする場合はその都

度、修正し、ＪＶの場合は出資比率や分担工事額、単体企業の場合は市内下請負率の

条件を満たしていることを確認すること。 
 

 モニタリングの費用の負担 

市が実施するモニタリング実施のために市に発生する費用は、市の負担とする。そ

の他の費用は事業者の負担とする。 
 

 モニタリング結果への対応 

モニタリングの結果、要求水準及び事業者が提案した内容が達成されていない場合

には、市は、事業者に対して改善を指示する。事業者が、市からの指示に従わない場

合は、市からの支払いの延期又は契約解除等の措置をとることがある。 
 

 事業の終了 

事業期間が終了する以前に、事業の継続が困難となり、事業を終了する場合は、特

定事業契約書に定める具体的な措置に従うものとすること。 
 
 

 事業期間中の事業者と市の関わり 
 本事業は、事業者の責において遂行される。また、市は前項のとおり、事業実施状

況について確認を行う。 

 原則として、市は事業者に対して連絡等を行うが、必要に応じて各業務を担当する

企業（下請企業等）と直接、連絡調整を行う場合がある。 

 資金調達上の必要があれば、直接協定の内容等、一定の重要事項について、市は事

業者に資金を提供する金融機関と協議することがあり得る。 
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第５ 入札に関する条件 
 既存住宅等の概要 
事業期間が終了する以前に、事業の継続が困難となり、事業を終了する場合は、特定事業契

約書に定める具体的な措置に従うものとすること。 
 

 事業対象敷地 

Ａ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 22 番 
Ｂ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 21 番 2 
Ｃ区画：神奈川県横須賀市公郷町 2 丁目 23 番 5 
Ｄ区画：神奈川県横須賀市公郷町 1 丁目 52 番 1 

 
 既存住宅等 

 既存住宅 

 Ａ棟（1棟） Ｂ棟（1棟） Ｃ棟（1棟） Ｄ棟（1棟） 計 

構  造 

ＳＲＣラーメン構造 

11 階建 

ＲＣラーメン構造 

７階建 

(一部５階建) 

ＳＲＣラーメン構造 

９階建 

ＲＣラーメン構造 

５階建 

 

建設年度 
Ｓ45(1970) 

築 46 年 

Ｓ46(1971) 

築 45 年 

Ｓ47(1972) 

築 44 年 

S47 (1972) 

築 44 年 

 

入居数※１ 110 世帯 70 世帯 70 世帯 10 世帯 260 世帯 

管理戸数 140 戸 88 戸 90 戸 12 戸 330 戸 

住戸タイプ ２ＤＫ  

敷地面積※２ 4,048.66 ㎡ 2,942.76 ㎡ 2,934.70 ㎡ 669.38 ㎡ 10,595.50 ㎡ 

延べ床面積 7,307.31 ㎡ 4,488.28 ㎡ 4,895.43 ㎡ 562.20 ㎡ 17,253.22 ㎡ 

※１：入居数は平成 29 年 10 月 1 日現在 
※２：A～D の各棟の敷地である、A～D の各区画の面積を示す。 

 
 附帯施設 

店舗 （平屋建）：2 棟 238 ㎡ 
（Ａ棟敷地北側 126 ㎡、Ａ棟敷地の青少年の家北側 112.5 ㎡） 

集会所（平屋建）：2 棟 134.3 ㎡ 
（Ｂ棟集会所 54.02 ㎡、Ｃ棟集会所 80.28 ㎡） 

 
 その他 

本公郷青少年の家 （2 階建）：380 ㎡ 
旧本公郷乳児保育園（平屋建て、本公郷改良アパートＤ棟と隣接）：339.63 ㎡ 

 
 都市計画等 

項目 Ａ・Ｂ・Ｃ区画 Ｄ区画 

用途地域 近隣商業地域 第 1 種住居地域 
建ぺい率・容積率 80％・300％ 60％・200％ 
高度地区 第 3 種高度地区 

（建築物の高さの最高限度 31m） 
第 1 種高度地区 
（建築物の高さの最高限度 15m） 

防火・準防火地域 準防火地域 準防火地域 
屋外広告物規制地域 種別第２種許可地域 種別第 1 種許可地域 
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 更新住宅等の整備に関する事項 
事業対象地は、添付資料１に示す区域となる。なお、整備の詳細については、要求水準書

（更新住宅整備業務編）に示すとおりとする。 
 
 

 土地に関する事項 
市は、PFI 法第 71 条第 2 項の規定により、更新住宅等の用地については工事着手の日から

更新住宅等の所有権移転・引渡し日までの間、事業者に無償で貸し付ける。 
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第６ 事業計画又は特定事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 
事業計画又は特定事業契約の解釈について疑義が生じた場合は、市と事業者は誠意をも

って協議するものとし、協議が整わない場合は、特定事業契約に規定する具体的な措置に

従う。また、特定事業契約に関する紛争については、横浜地方裁判所を第一審の専属管轄

裁判所とする。 
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第７ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 
 事業の継続に関する基本的な考え方 

本事業において、事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、特定事業契約で定め

る事由ごとに、市及び事業者の責任に応じて、必要な是正その他の措置を講じるものとす

る。事業者によって本事業の実施を継続することが困難となり、サービスの提供に支障が

生じると判断された場合においては、特定事業契約の中途解除等を行うことがある。 
 
 

 事業の継続が困難となった場合の措置 
事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとるものとする。 

 

 事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 事業者の提供するサービスが特定事業契約に定める市の要求水準を下回る場合又は

その他特定事業契約で定める事業者の責めに帰すべき事由により債務不履行若しく

はその懸念が生じた場合には、市は、事業者に対して、是正勧告を行い、一定期間

内に是正策の提出及び実施を求めることができるものとする。事業者が当該期間内

に是正をすることができない場合には、市は、特定事業契約を解除することができ

るものとする。 

 事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、特定事業契約に基づく事

業の継続的履行が困難と考えられる場合には、市は、特定事業契約を解除すること

ができるものとする。 

 契約解除に至る事由及び措置については、特定事業契約で規定する。 
 

 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場合

は、事業者は、特定事業契約を解除することができるものとする。 

 契約解除に至る事由及び措置については、特定事業契約で規定する。 
 

 不可抗力等の事由により事業の継続が困難となった場合 

 不可抗力、その他市又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続

が困難となった場合には、市と事業者は、事業継続の可否について協議を行うもの

とする。 

 一定の期間内に協議が調わない場合は、それぞれの相手方へ事前に書面による通知

を行うことにより、市及び事業者は、特定事業契約を解除することができるものと

する。 

 前号の規定により特定事業契約が解除される場合に生じる損害についての賠償の措

置は、特定事業契約で規定する。 
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第８ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 
 法制上及び税制上の措置に関する事項 
市は、本事業に関する法制上及び税制上の措置は想定していないが、法改正等により措置

が適用される場合には、措置を行うことができるように努めるものとする。 
 
 

 財政上及び金融上の支援に関する事項 
市は、本事業に関する財政上及び金融上の措置は想定していないが、法改正等により措置

が適用される場合には、措置を行うことができるように努めるものとする。 

 

 

 その他の支援に関する事項 
その他の支援については、下記のとおりとする。 

 事業実施に必要な許認可等に関し、市は、必要に応じて協力を行う。 

 法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市と事業者で

協議を行う。 
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第９ その他本事業の実施に関し必要な事項 
 議会の議決 
本事業の実施に係る議案の横須賀市議会への提出は、平成 30 年 12 月を予定している。 

 

 

 債務負担行為の設定 
市は、本事業の実施について平成 30 年 3 月 27 日に横須賀市議会の議決を経て債務負担行為

の設定を行っている。 

 

 

 事業者の地位の譲渡等 
市の事前の承認がある場合を除き、事業者が、各種契約上の地位及び権利義務を譲渡、担保

提供その他の方法により処分することを禁止する。 

 
 

 本事業に関する問い合わせ先 
横須賀市 都市部市営住宅課 施設計画係 

〒238-8550 神奈川県横須賀市小川町 11番地 

電話：046-822-9781 

FAX ：046-822-8537 

Ｅメールアドレス：ho-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp 

横須賀市ホームページアドレス：本公郷改良アパート建替事業 

（http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/4825/mitoosi.html） 

 

 

 本事業に関するアドバイザー企業 
八千代エンジニヤリング株式会社 

アンダーソン・毛利・友常法律事務所 

 


